
支援の対象となる肥料

支援の内容

＝支援金

肥料価格高騰対策のごあんない

肥料価格の高騰による農業経営への影響緩和のため、化学肥料の低減に向けて取り組む

農業者の皆様の肥料費を支援します。

令和４年６月から令和５年５月に購入または購入することが確実な肥料
（令和４年の秋肥と令和５年の春肥として使用する肥料）
※申請期限までに注文し、支払済み又は請求を受けている肥料が対象です。

化学肥料低減の取組を行った上で前年度から増加した肥料費について、その７割を支援金として
国が交付します。

当年の肥料費÷価格上昇率÷使用量低減率
ー ×０．７

当年の
肥料費 1.4 0.9

奈良県肥料・燃油高騰緊急対策協議会

前年から増加した肥料費 → このうち7割を国が支援

前年の肥料費（想定） 当年の肥料費
[当年の肥料費÷１．４÷0.9で算出]

価格上昇率
1.4

使用量低減率 0.9

奈良県肥料価格高騰緊急対策事業

奈良県では、県独自の支援策として前年から増加した
肥料費のうち、農業者負担分の1/2相当額（肥料費増
加分の15%）を上限に予算の範囲内で上乗せ支援しま
す。（別途申請は不要）

支援の対象となる農業者

農産物の販売を行う農業者 （自家消費のために農作物を栽培する方や家庭菜園は対象になりません）

申請受付スケジュール

[領収または請求金額]

奈良県肥料・燃油高騰緊急対策協議会では、秋肥分・春肥分の申請をまとめて１回で受け付けます。

農業者グループから県協議会への申請受付は、令和５年４月～７月31日（月）必着です。

農業者から農業者グループ（ＪＡ・肥料販売店等）への申請期限は、各グループへおたずねください。

申請方法

5戸以上の農業者グループで申請してください。

＊ JAでは、組合員がJAで購入された肥料を対象に一括申請を実施されますので、お近くのJA営農
経済センターまたは営農経済店舗にご相談ください。

＊ 一括申請を検討されている肥料販売店もありますので、肥料購入店へお問い合わせください。

申請窓口 農業者グループの代表者の住所を所管する 県農林（農業）振興事務所

（複数の農林（農業）振興事務所管内に事業所がある肥料販売業者（ホームセンター等）が一括申請を
行う場合は、奈良県庁農業水産振興課へ申請ください）
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次の２つがあれば申請できます。

➊ 支援の対象となる肥料（令和４年６月～令和５年５月に注文）の購入価格がわかるもの
（注文票等）と 領収書または請求書

❷ 化学肥料低減に向けた取組に２つ以上取り組む「化学肥料低減計画書」

申請に必要なもの

○ ○

「令和４年度又は令和５年度の取組」欄のうち、取り組めるものに
〇を記入してください。
・２つ以上に〇が付けばOKです。
・これまで既に取り組んでいるものもカウントできます
（その場合、１つ以上は、新しい取組または従来の取組の強化・拡大
（「◎」で記入）を含むようにしてください。）

○ ◎

お問い合わせ先

詳しい情報は、農林水産省・県のホームページをご覧ください。

（奈良県肥料・燃油高騰緊急対策協議会事務局）
奈良県 食と農の振興部 農業水産振興課農産物ブランド戦略係
奈良市登大路町30 電話 0742-27-7442

農林水産省HP 奈良県HP

抽出検査

肥料の適切な購入・使用、化学肥料低減技術の取組状況を
確認するため、県協議会が抽出検査を行います。

証拠書類の保管

事業要件を満たすことを示す下記の書類について、支援金の
受給後5年間保管し、県協議会や国から依頼があった場合、
提出いただく必要があります。

●化学肥料低減技術に取り組んだことが確認できる書類
（土壌診断結果・施肥設計書・生産履歴・作業時の写真等）

●肥料の注文票、領収書、請求書等の原本

●農産物を販売したことが確認できる書類（出荷伝票等）
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事業の流れ

国
前年から増加した肥料費の

70%を支援

奈良県
前年から増加した肥料費の

15%を支援

【事業実施主体】 奈良県肥料・燃油高騰緊急対策協議会

取組実施者
（農業者グループ）

参加農業者

計画申請
・

実績報告

採択通知
・

支援金交付

計画申請
・

実績報告

採択通知
・

補助金交付

奈良県内に住所地がある
参加農業者を対象に

上乗せ支援

取組実施者
（農業者グループ）

参加農業者

取組実施者
（農業者グループ）

参加農業者
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奈良県における事業実施について 

 
１． 事業実施主体 

奈良県肥料・燃油高騰緊急対策協議会 
（構成員：奈良県、奈良県農業協同組合中央会、奈良県農業協同組合） 
 

２． 事業スケジュール 
○秋肥分・春肥分の申請を一括で受け付けます。 
支援額の算出には、年１本（秋肥・春肥を分けない）の肥料価格高騰率「1.4」を適用します。 

 

○令和５年４月１日より「事業取組計画書の承認申請書」（実施要領 参考様式第1-1号 ＝ 業務方
法書 様式第１号）の受付を開始します。 

 
○申請書の提出期限は、支援対象肥料（令和４年６月１日～令和５年５月末）期間後、取りまとめ

期間を考慮し、令和５年７月31日とします。 
 

３． 申請窓口 
○取組実施者（農業者グループ等）の代表者の住所を所管する 県農林（農業）振興事務所 農業振
興課に申請してください。 

 
○県内に複数の事業所があり、２つ以上の農林（農業）振興事務所管内にわたる肥料販売業者（ホ
ームセンター等）が取組実施者として申請する場合は、奈良県農業水産振興課へ申請してくださ
い。（事業所ごとに取組実施者として申請する場合も農業水産振興課へ申請願います） 

 
○県外に事業所がある肥料販売業者が取組実施者として申請する場合は、奈良県農業水産振興課へ
お問い合わせください。 

 

事務所 所管市町村 

北部農業振興事務所 農業振興課 

〒639-1041 大和郡山市満願寺町60-1 

       郡山総合庁舎内 

   TEL ０７４３－５１－０３７２ 

   FAX ０７４３－５４－５５１２ 

奈良市、大和郡山市、天理市、生駒市、平群

町、三郷町、斑鳩町、安堵町 

中部農林振興事務所 農業振興課 

〒634-0003 橿原市常磐町605-5 

       橿原総合庁舎内 

   TEL ０７４４－４８－３０８２ 

   FAX ０７４４－４８－３１３３ 

大和高田市、橿原市、桜井市、御所市、香芝

市、葛城市、川西町、三宅町、田原本町、高

取町、明日香村、上牧町、王寺町、広陵町、

河合町 

東部農林振興事務所 農業振興課 

〒633-0227 宇陀市榛原三宮寺125 

            大和野菜研究センター内 

   TEL ０７４５－８２－３２４８ 

   FAX ０７４５－８２－１１１８ 

宇陀市、山添村、曽爾村、御杖村 

南部農林振興事務所 農業振興課 

〒637-0105 五條市西吉野町湯塩1345 

            果樹・薬草研究センター内 

   TEL ０７４７－２４－０１３１ 

   FAX ０７４７－２４－０１３４ 

五條市、吉野町、大淀町、下市町、黒滝村、

天川村、野迫川村、十津川村、上北山村、下

北山村、川上村、東吉野村 

奈良県 農業水産振興課 農産物ブランド戦略係 

〒630-8501 奈良市登大路町３０ 

 TEL ０７４２－２７－７４４２ 

     FAX ０７４２－２２－９５２１ 

県内に複数の事業所があり、２つ以上の農林

（農業）振興事務所管内にわたる肥料販売業

者（ホームセンター等のチェーン店） 

 

4



奈良県肥料・燃油高騰緊急対策協議会 肥料価格高騰対策事業スケジュール

時期 県協議会
取組実施者

（農業者グループ）
参加農業者

【10月～】 農業者へ周知

【4/1～7/末】

②取組計画書

承認申請

＜要領 参考様式1-1号＞

（①を集約）

【9/下】④採択通知

【10/中】⑤取組実績報告書提出 ＜要領 参考様式４号＞

振込口座情報提出 ＜業務方法書 様式３号＞

【11月】⑦精算払 【11月～】⑧支援金 支払

【10/末】

⑥

取組実績

報告書

審査

【9/22】事業説明会開催

【取組実施者で設定】

①秋肥・春肥分 申込

（化学肥料低減計画書＜要領 参考様式２号＞

＋肥料注文票・伝票）

【～9/下】

③

取組計画書

審査

R4年

９月

R5年

４月

【～R6年11月末】

⑫取組実施状況報告書

＜要領 参考様式5-1号＞

（⑪を集約）

【～R6年12月】

⑬

取組実施

状況

報告書

確認

【～R6年12月】⑭抽出検査

【～R6年11月】

⑪実施報告書 提出

（化学肥料低減実施報告書）

＜要領 参考様式６号＞

R6年

12月

【３月下旬】 ＜国＞ 春肥・年１本 高騰率公表 「1.4」

【R5年12月末】⑨取組中間報告書 ＜要領 参考様式７号＞

【R5年12月末～】

⑩

中間報告書

確認

12月

R5年

３月

支
援
対
象
肥
料

購
入
期
間

令
和
４
年
６
月
～
令
和
５
年
５
月

【５月末】 支援対象肥料 購入期限

取組終了後

前倒し

提出も可
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